
平
成

２７
年
４
月

か
ら
実

施
さ
れ
る
「
子
ど
も
子
育

て
支
援
新
制
度
」
に
つ
い

て
は
、
施
設
等
の
認
可
や

運

営

の
基

準

等

に
つ
い

て
、
市
が
新
た
に
条
例
で

定
め
ま
す
。

家

庭
的
保
育
事
業
等

の

設
備
及
び
運
営
に
関
す
る

基
準
を
定
め
る
条
例

Ｏ
歳
か
ら
２
歳
の
子
ど

も
を
預
か
り
、
待
機
児
童

の
解
消
等

が
主
な

目
的

と
な
る
家
庭
的
保
育
、
小

規
模
保
育
、
事
業
所
内
保

育
、
居
宅
訪
問
型
保
育
の

４
事
業

に
つ
い
て
設
備
、

職
員
、
保
育
時
間
、
保
育

内
容
等
、
そ
れ
ぞ
れ
の
保

育
形
態

に
応

じ
た
認
可

基
準
を
定
め
て
い
ま
す
。

特
定
教
育

・
保
育
施
設
及

び
特
定
地
域
型
保
育
事

業
の
運
営
に
関
す
る
基
準

を
定
め
る
条
例

保
育
所
、
幼
稚
園
、
認

定
こ
ど
も
園
及
び
家
庭
的

保
育
、
小
規
模
保
育
、
事

業
所
内
保
育
、
居
宅
訪
問

型
保
育
の
４
事
業
に
つ
い

て
、
そ
の
運
営
等
に
関
し

必
要
な
基
準
を
定
め
て
い

ま
す
。

放

課
後
児
童
健
全
育
成

事
業
の
設
備
及
び
運
営
に

関
す
る
基
準
を
定
め
る
条

例
放
課
後
児
童
健
全
育

成
事
業
は
、
国
の
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
を
参
考
に
運
営
を

行
な

っ
て
き
ま
し
た
が
、

新
制
度
で
は
、
条
例
で
基

準
を
定
め
て
い
ま
す
。

（５
Ｐ
に
関
連
記
事
）

ケ
ー
ブ
ル
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク

施

設
条
例
の

一
部
を
改

正

す
る
条
例

国
の
要
請
に
よ
り
暫
定

措
置
と
し
て
実
施
し
て
い

る
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
を

ア
ナ

ロ
グ
方
式
に
変
換
し

て
再
送
信
す
る
デ
ジ

ア
ナ

変
換

サ
ー
ビ

ス
を
、
平
成

２７
年
３
月
を
も

っ
て
終
了

す
る
こ
と
に
伴
い
、
現
在
、

無
料
で
提
供
し
て
い
る
Ｂ

Ｓ
放
送
を
、
平
成

２７
年
４

月

以

降

は

基

本

サ

ー

ビ

ス
と
し
て
の
提
供
を
廃
止

し
ま
す
。

（４
Ｐ
に
関
連
記
事
）

新制度の実施

(1`う)ATV

デジアナ変換サービス終了

一般会計補正の主なもの
(歳入 )
生活保護費国庫負担金 2億 7,840万 9干 円湖

12月補正予算
■■1般||‐会||1計■14:501 一額

一

一減
一

一円
一

一干
一

一８
一

一万
一

減債基金繰入金

指定寄附金

図書備品購入資

生活保護扶助資

9,232万 4千 円増
575万 円増

575万 円増
3億 6千万円減

総額 276億 5,797万 2千円

国民健康保険特別会計 135万 5千円減額

総額  65億 2,893万 3千円

6億 5,398万円

58億 7,121万円

1,804万 7千円

収益的支出 7億 8,556万 9千 円
資本的支出 3億 1,565万 7千 円

総額/5,169万円減額の418億 3,136万 8千円

議会だよりかまし(35号 )

(歳出 )
庁含に係るアンケート調査 128万 6干万円増

学校図書の充実が図られます


